
 

第 54 回 IFRS 適用課題対応専門委員会 
資料番号 AP4-2 

日付 2023 年 4 月 12 日 

  
 

プロジェクト IFRS 適用課題対応 

項目 
【審議事項】仲介者からの未収保険料（IFRS 第 17 号「保険契約」及び

IFRS 第 9 号「金融商品」）の詳細 
 

 

1/33 

本資料の目的 

1. 本資料は、2023 年 3 月 14 日及び 15 日に開催された IFRS 解釈指針委員会（以下「委員

会」という。）で審議が行われた仲介者からの未収保険料（IFRS 第 17 号「保険契約」（以

下「IFRS 第 17 号」という。）及び IFRS 第 9 号「金融商品」（以下「IFRS 第 9 号」とい

う。））に関するアジェンダ・ペーパー（以下「AP」という。）の内容の詳細のご説明、委

員会で聞かれた意見及びアジェンダ決定案をご紹介することを目的としている。 

 

AP の概要 

背景及び経緯 

2. 委員会は、保険契約を発行する企業（以下、「保険者」という。）が、仲介者からの未収保

険料に、IFRS 第 17 号及び IFRS 第 9 号の要求事項をどのように適用するかについて、2

つの要望書を受領した。（AP 第 1項） 

要望書の概要 

3. 仲介者は保険者と保険契約者の間で保険契約を結ぶ役割を果たす。要望書に記載された

事実パターン（以下、「当該事実パターン」という。）は以下のとおり整理できる。（AP 第

5 項） 

(1) 報告日時点で、保険契約者は仲介者に保険料を現金で支払っているものの、保険者は

仲介者から保険料を現金で受け取っていない。保険者と仲介業者の間の契約により、

仲介者は保険料を後日支払うことが認められている。 

(2) 保険契約者が仲介者に保険料を支払った時点で、保険者は保険契約上のサービスを

保険契約者に提供する法的義務を負う。 
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4. また、要望書は、以下を指摘及び質問している。（AP 第 6項及び第 7 項） 

(1) IFRS 第 17 号は、保険料配分アプローチ1を除き、保険者が保険契約グループの測定

に、保険契約者からの保険料を含む、保険契約の境界線内のすべての将来キャッシ

ュ・フローの見積りを含めることを要求している。（指摘） 

(2) 保険契約者が仲介者に保険料を支払った場合、保険者は仲介者からの未収保険料を

IFRS 第 17 号の保険契約グループの測定から取り除き、IFRS 第 9 号の金融資産を別

個に認識することを要求されるかどうか。（質問） 

5. 要望書は、当該処理が、財政状態計算書の未収保険料の表示と、保険者が仲介者から未収

保険料を回収する見込みがない場合に損益計算書において未収保険料の損失を認識する

タイミングに影響を与えることを確認した。（AP第 8 項） 

提供された情報から得られた事項 

6. IASB スタッフは、IFRS 第 17 号の移行リソース・グループ（以下、「TRG」という。）の

メンバーに情報提供依頼を行い（当該情報は委員会のウェブサイトに掲載）、13 の回答

を得た。また、作成者 2団体、会計士団体及び規制当局からも意見を得、合計で 17名か

ら回答を得た（いずれも非公式）。なお、質問事項は以下のとおり。（AP 第 9 項及び第

10 項） 

(1) 仲介者を介して販売した保険契約で、保険者が保険料を現金で受領していない場合

であっても保険契約者に対して保険サービスを提供する契約は一般的か。 

(2) 仲介者からの未収保険料は、報告期間の末日時点の保険会社にとって、通常、重要性

があるといえるか。 

(3) 保険者は、仲介者からの未収保険料に対して、IFRS 第 17 号及び第 9号の要求事項を

どのように適用するか。 

(4) 保険契約の境界線内のその他のキャッシュ・フローで、保険契約開始後に、保険契約

者以外の当事者から受領する権利を得る又は保険契約者以外の当事者に対して支払

い義務を負うもの対して、保険者が IFRS 第 17 号及び IFRS 第 9 号の要求事項をどの

ように適用しているか。 

                                                   
1 当該アプローチでは、保険者は受け取った保険料を用いて保険契約を測定する。IFRS 第 17 号

の第 55 項では、受け取った保険料を用いて残存カバーに係る負債を増加させることを要求して

いる（詳細は別紙 2参照）。 
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（当該事実パターンは一般的か） 

7. AP 第 10 項（本資料第 6項）の IASB スタッフの情報提供依頼に対し、以下の回答を得た。

（AP 第 11 項から第 13項） 

(1) すべての回答者が、仲介者が保険者と保険契約者の間で保険契約を結ぶ役割を果た

すことは、すべての法域及びすべての種類の保険契約において一般的であると述べ

た。 

(2) 大多数の回答者が、保険契約、若しくは法域の法的要件は、保険者が保険料を現金で

受け取る前に、保険契約サービスの提供を開始することを要求していると述べた。ま

た、ある保険者は仲介者との間で個別に定める支払期間（例：30 日から 90 日）を設

けることに合意している。また、ある回答者は、保険契約者が保険料を未払いの場合

であっても、保険者は保険契約サービスを開始しなくてはならないこともあると述

べた。 

(3) その他、以下の回答があった。 

① 極少数の回答者は、生命保険の場合、保険契約サービスの開始前に保険料を現金

で受け取らなくてはならないため、当該事実パターンはあまり一般的でないと

述べた。 

② 2 名の回答者は、法的要件や保険会社独自の方針により、保険契約者が保険料を

直接保険者に支払うことを要求する例もあり、当該事実パターンは一般的でな

いと述べた。 

（仲介者からの未収保険料に重要性はあるか） 

8. 回答者からは以下の意見が聞かれた。（AP 第 14 項） 

(1) 大多数の回答者は、報告日における仲介者からの未収保険料は多額になる可能性が

あると述べている。少数の回答者は、当該可能性は損害保険(non-life insurance)及

び再保険において特に顕著であるとする一方、生命保険及び一部の個人向けの損害

保険（some retail non-life insurance）では、保険契約者から保険者に対して保険

料を一括又は分割で支払うため、未収保険料はさほど多額にはならないと述べた。 

(2) 2 名の回答者は、仲介業自体が小規模であることや、仲介者も保険料受領後数日以内

に保険者に保険料を支払うことを理由に、未収保険料がそれほど多額にならないと

述べた。 
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9. 要望書やアウトリーチでは、仲介者からの多額の未収保険料に関する情報は、特に保険

者が仲介者から当該未収保険料を回収できない状況下では、投資家の意思決定に影響を

与えると合理的に予想され得ることが示された。（AP 第 15 項） 

（保険者は仲介者からの未収保険料に対し、IFRS 第 17 号及び第 9 号の要求事項をどのよう

に適用するか） 

10. 回答者から寄せられた意見は以下のとおりである。（AP 第 16 項から第 18 項） 

(1) 6 名の回答者が、保険者が仲介者から未収保険料を現金で回収するまでは、当該未収

保険料を保険契約グループの測定のなかに含めると述べた。 

(2) 10 名の回答者が、保険者が未収保険料を保険契約グループの測定から取り除くか否

かは、保険者と保険会社との間の権利及び義務（rights and obligations）に依拠す

ると述べた。要望書の事実パターンに当てはめると、仲介者は保険者の代理として保

険料を徴収しているために、保険契約者が保険料を仲介者に支払った時点で、保険契

約者は義務を履行したことになり、保険契約に基づく保険サービスを受ける権利を

取得すことになる（つまり、あたかも保険契約者が保険者に保険料を支払ったかのよ

うに）。保険者は、保険契約者が保険料を仲介者に支払った時点で、仲介者からの未

収保険料を IFRS 第 9 号に基づく別個の金融資産として認識する。保険者が仲介者か

ら現金を受け取る権利は、保険者と仲介者の間の別個の契約から発生している。 

(3) １名の回答者は、保険者の処理は、各法域における考え方によって異なると述べた。 

（保険者は、保険契約者以外の当事者から受領する権利を得る、又は、保険契約者以外の当

事者に対して支払義務を負うその他の金額について、IFRS 第 17 号及び IFRS 第 9 号の要求事

項をどのように適用するか） 

11. 回答者から寄せられた意見は以下のとおりである。（AP 第 20 項から第 23 項） 

(1) 複数の回答者は、保険者と仲介者との間の契約によっては、仲介者は、保険契約者か

ら保険料を徴収し、手数料を差し引き、保険契約者に保険金を支払い、その後ですべ

てネットした後の金額を保険者に支払うことを要求される場合があると述べた。 
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(2) 10 名の回答者が、保険者は保険契約の境界線内にある、保険料を含むすべてのキャ

ッシュ・フローのうち、保険契約開始後、保険契約者以外の当事者から受領する権利

を得る又は保険契約者以外の当事者に対して支払い義務を負うものを保険契約グル

ープの測定に含めると述べた。このような受取債権又は支払債務は IFRS 第 9 号の適

用除外の対象であるため、現金で回収又は決済されるまで保険契約グループの測定

に含まれるとしている。また、これら回答者は、保険契約の適用除外を含まない IFRS

会計基準（IFRS 第 16 号「リース」、IAS 第 12 号「法人所得税」、IAS 第 19 号「従

業員給付」）でキャッシュ・フローが認識される場合には、当該キャッシュ・フロー

を保険契約グループの測定から取り除いている。 

(3) 5 名の回答者は、保険者は保険契約の境界線内にある、保険料を含むすべてのキャッ

シュ・フローのうち、保険契約開始後、保険契約者以外の当事者から受領する権利を

得る、又は保険契約者以外の当事者に対して支払い義務を負うものを保険契約グル

ープの測定から取り除くと述べている。この処理により、当該キャッシュ・フローは、

他の IFRS 会計基準の適用対象となる保険契約の境界線内のキャッシュ・フローと整

合的に扱われるとしている。また、当該キャッシュ・フローは、保険契約からではな

く、保険契約者ではない当事者との別個の契約から生じるキャッシュ・フローである

ため、IFRS 第 9号の適用除外の対象とはならないとしている。 

(4) 上述の 15名のうち 3名の回答者は、保険者が仲介者から受け取る保険料と、IFRS 第

9 号の適用対象となり得る境界線内にあるその他のキャッシュ・フローとで、処理が

異なるケースを指摘している。例えば、保険契約者が保険料を支払った時点で、仲介

者からの未収保険料を保険契約グループの測定から取り除くが、その他のキャッシ

ュ・フローは回収又は決済されるまで、すべて測定の範囲内に残す場合があると述べ

ている。保険事故がすでに発生したものの、保険金請求がまだ報告されていない事故

に言及した、IFRS 第 17 号の付録 Aにおける発生保険金に係る負債（liability for 

incurred claims）の定義2が、当該主張を裏付けている。 

  

                                                   
2 IFRS 第 17 号の付録 Aでは「発生保険金に係る負債」について、「すでに発生している保険事故

を調査し、当該保険事故に対して正当な保険金を支払うことが企業の義務である」旨を定義して

いる。詳細は別紙 2参照。 
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IASB スタッフによる分析及び結論 

12. 要望書で問われた質問を検討するにあたり、IASB スタッフは、企業が関連する要求事項

を分析する必要がある関連する IFRS 会計基準の順序を検討した。IFRS 第 9 号第 2.1 項

(e)に「IFRS 第 17 号「保険契約」で定義されている保険契約に基づいて生じた権利及び

義務」の適用範囲除外があることから、分析の出発点は IFRS 第 17 号であり、まず IFRS

第 17 号の範囲の権利又は義務があるかどうかを判定し、その後で IFRS 第 9 号の範囲を

検討するとしている。本稿で取り上げる項目は以下のとおり。（AP 第 24 項及び第 25 項） 

(1) 保険契約の境界線内にあるキャッシュ・フロー 

(2) IFRS 第 17 号に基づく保険契約グループの測定からキャッシュ・フローを取り除く 

(3) IFRS 第 9号の適用範囲 

(4) 信用損失の金額と発生時期 

(5) その他技術的な論点 

(6) 結論の要約 

（保険契約の境界線内のキャッシュ・フロー） 

13. すべての回答者は、IFRS 第 17 号が仲介者から受け取る保険料の処理を分析する出発点

であることに同意している。同基準は、保険者に対して保険契約者からの保険料を保険

契約グループの測定に含めることを要求している。保険契約者からの保険料は、保険契

約の境界線を設定する実質的な権利及び義務から生じるためである。回答者は、下表に

記載した同基準の規定に言及している。（AP 第 26 項） 

項 ポイント 

第 33 項 

企業（保険者）は、保険契約グループの測定に、「当該グループの中の

各契約の境界線内のすべての将来キャッシュ・フロー」を含めなけれ

ばならない。 

第 34 項 

保険契約の境界線は、保険者が保険契約者に保険料の支払いを強制で

きる報告期間中、又は保険者が保険契約者に保険契約サービスを提供

する実質的な義務を有している報告期間中に存在する、保険者の実質

的な権利及び義務から生じると説明している。 
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項 ポイント 

B65 項 

保険契約の境界線内のキャッシュ・フローは、契約の履行に直接関係

するものである。また、同項(a)にて、保険契約者からの保険料、及び

当該保険料から生じる追加的なキャッシュ・フローを保険契約の境界

線内のキャッシュ・フローとして明示的に識別している。 

第 55 項 
保険料配分アプローチでは、保険者が受領した保険料で残存カバーに

係る負債を増加させる。 

IASB スタッフの分析 

14. IASB スタッフは、IFRS 第 17 号が、仲介者から受け取る保険料の処理を分析する出発点

であることに同意する。IFRS 第 17 号の第 34 項及び同 B65 項(a)では、保険者が保険契約

グループの測定に保険契約者からの保険料を含めることを要求している。B65 項(a)では、

保険契約者から直接徴収する保険料と、仲介者を通じて徴収する保険料を区別していな

い。したがって、仲介者を通じて保険契約者から保険料を徴収する保険者の権利は、IFRS

第 17 号では保険契約グループの測定の範囲に含まれる。なぜなら、保険契約の境界線内

のキャッシュ・フローだからである。（AP 第 27 項） 

（いつ、保険契約グループの測定からキャッシュ・フローを取り除くか） 

15. 当該事実パターンにおいて、保険者が保険契約グループの測定に含まれている仲介者か

らの受取保険料をいつ保険契約グループの測定から取り除くかについて、2 つの見解が

示されている（以下、「見解 1」、「見解 2」という。）。（AP 第 29 項） 

(1) 見解 1 

保険者が保険料を現金で受け取った場合のみ、仲介者からの未収保険料を保険契約

グループの測定から取り除く。 

(2) 見解 2 

保険契約者が保険料を仲介者に現金で支払った時点で、保険者は未収保険料を取り

除き、IFRS 第 9号に基づく別個の金融資産を認識する。 
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16. 見解 1の支持者は、理由として以下の点を述べている。（AP 第 30 項） 

(1) 保険者は保険料を「実際に受け取っていない（premiums …have not been actually 

received）」。仮に IFRS 第 17 号の保険料配分アプローチを適用する際に見解 2 を適

用すると、過去の TRG 会議の審議内容3と矛盾する。 

(2) IFRS 第 17 号の B65 項は、保険契約者から直接徴収する保険料と、仲介者を通じて徴

収する保険料を区別しておらず、両者とも保険契約の境界線内のすべてのキャッシ

ュ・フローである。また、AP 第 20 項（本資料第 11 項(1)）で取り上げた手数料や保

険金などもすべて保険契約の境界線内で生じるキャッシュ・フローである。さらに、

B65 項は、保険契約の境界線内のキャッシュ・フローを、保険者と保険契約者との間

の契約から直接発生するキャッシュ・フローに限定していない。例えば、同項(f)で

は「弁護士報酬及び損害算定への手数料」への言及があり、同項(h)では「仲介者へ

支払われると見込まれる継続的な手数料」への言及がある。 

(3) IFRS 第 9号の 2.1 項(e)は、IFRS 第 17 号の保険契約の境界線を設定する実質的な権

利及び義務から生じるすべての金融商品（受取債権又は支払債務）を同基準の適用範

囲から除外している。仲介者からの未収保険料であっても保険契約の境界線内の実

質的な権利となることから、すべての未収保険料は IFRS 第 9 号の適用範囲から除外

される。加えて、仲介者からの未収保険料は IFRS 第 9 号第 2.1 項(e)の(i)から(v)4

に記載されている IFRS 第 9 号の範囲内とする項目のいずれにも該当しない。 

17. 見解 2の支持者は、理由として以下の点を述べている。（AP 第 31 項） 

(1) 仲介者からの未収保険料を、IFRS 第 9 号における別個の金融資産5と認識するかどう

かは、保険者と保険契約者との間の契約に依拠する。 

  

                                                   
3 2018 年 5月に開催された TRG 会議の AP の付録 Aでは、「IFRS 第 17 号の第 55 項(a)(i)、及び

第 55項(b)(i)における「受け取った保険料」は、報告日時点で実際に受け取った保険料を意味

する。また、これには、「期限到来保険料及び予想保険料を含まない。」としている。 
4 同項は、保険契約のもとで発生する権利及び義務であるために通常ならば IFRS 第 9号の適用

から除外されるであろう金融商品のうち、IFRS 第 9 号の範囲に含めるものを規定している。詳

細は別紙 2参照。 
5 IAS 第 32 号の第 11 項では、金融資産を「契約上の権利で、・・・他の企業から現金又は他の金

融資産をうけとるもの」と定義している。 
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(2) 当該事実パターンでは、保険契約者が保険料を現金で支払った時点で、（保険者が実

際に保険料を現金で受け取ったか否かに関わらず）保険者は保険契約者に対して保

険契約サービスを提供する法的義務を負うことになる。保険者が仲介者から未収保

険料を受け取る権利は、保険者と保険契約者との間の保険契約から生じる権利では

なく、保険者と仲介者との間のサービス契約から生じる別の権利である。 

18. 見解 2 の支持者は、当該事実パターンとは異なる状況（すなわち、仲介者が債務を履行

しない場合に、保険者が保険契約者に対して保険料の再度の支払いを強制できるか、又

は、当該保険契約を消滅できる状況）を検討し、その場合なら見解１を適用すると述べ

た。理由は以下のとおりである。（AP 第 32 項） 

(1) 仲介者からの未収保険料は保険契約グループの測定の範囲内に残る。なぜなら、保険

契約者が義務を履行して保険契約サービスを受ける無条件の権利を得たわけではな

いからである。 

(2) 保険料は、保険契約に基づいて生じるため、仲介者からの未収保険料は IFRS 第 9号

の適用範囲から除外される。 

IASB スタッフの分析 

19. IFRS 第 17 号は、保険契約グループの測定に含まれるキャッシュ・フローをいつ同測定か

ら除くかを明示していない（silent）。暗黙の了解として、キャッシュ・フローの金額は、

回収又は決済された時点で、保険契約グループの測定の対象から除かれることになる。

（AP 第 33 項） 

20. 一方、フィードバックでは、保険契約グループの測定に含まれている予想将来キャッシ

ュ・フローで、かつ、他の IFRS 会計基準の範囲内でもあるもの例について言及している

（AP 第 21 項、本資料第 11 項(2)参照）。（AP 第 34 項） 

(1) IAS 第 12 号 

IFRS 第 17 号の B65 項(m)及び B66 項(f)は、契約条件に基づいて保険契約者に個別に

請求可能な予想法人所得税支払額を保険契約グループの測定に含めることを要求し

ている。 
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(2) IAS 第 16 号又は IAS 第 19 号 

IFRS 第 17 号の B65 項（l）は、保険契約の履行に直接起因する固定間接費及び変動

間接費（例えば、・・、人事、・・家賃、・・などのコスト）の配分6を保険契約グルー

プの測定に含めることを要求している。 

21. 前項で言及した他の IFRS 会計基準には、保険契約において発生した権利及び義務を対象

範囲から除外するという規定がない。そのため、1つのキャッシュ・フローが IFRS 第 17

号と他の IFRS 会計基準の双方で計上（二重計上）されてしまう可能性がある。そこで、

キャッシュ・フローが他の IFRS 会計基準で資産又は負債として認識される場合には、当

該キャッシュ・フローを IFRS 第 17 号における保険契約グループの測定から取り除くこ

とが必要になる。（AP第 35 項及び第 36項） 

22. 本資料第 19 項から第 21項の議論を踏まえ、IASB スタッフは、以下のいずれかの場合に、

保険者は予想キャシュ・フローを IFRS 第 17 号における保険契約グループの測定から取

り除くべきと考える。（AP 第 37 項） 

(1) キャッシュ・フローが回収又は決済されたとき 

(2) キャッシュ・フローが他の IFRS 会計基準で資産又は負債として認識されたとき 

（IFRS 第 9 号の適用範囲） 

IASB スタッフの分析 

23. IASB スタッフは、見解 2の支持者の考え方は以下のとおりと考える。（AP 第 40 項） 

(1) 当該事実パターンにおいては、保険者は IFRS 第 17 号の保険契約に基づいて生じた

保険料を、現金で回収するのではなく、同号の保険契約ではない契約に基づいてこの

金額を受け取る権利を取得することによって回収する。 

(2) 保険者と仲介者との間のサービス契約は、保険契約者との間の保険契約ではない。 

(3) この別個の新しい権利は IFRS 第 9 号の適用除外の対象とはならず、保険者は仲介者

からの債権を IFRS 第 9号の適用範囲内で認識することを要求される。 

                                                   
6 同項(l)は、キャッシュ・フローでない金額（例えば、減価償却）の配分も含めるように要求

している。しかし、当該事実パターンでは、キャッシュ・フローである保険料を対象としている

ため、IASB スタッフは、現金以外の例は含めていない。詳細は別紙 2参照。 
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24. IFRS 第 9 号第 2.1 項(e)7は、IFRS 第 17 号に定義される保険契約に基づいて生じる権利

および義務を除くとしており、一方、IFRS 第 17 号付録 A8は保険契約を定義している。

（AP 第 41 項及び第 42項） 

25. IASB スタッフは、IFRS 第 9 号第 2.1 項(e)の理解は、IFRS 第 17 号が保険契約の権利及び

義務をどのように定義しているかに依拠すると考えている。IFRS 第 17 号の付録 A にあ

る保険契約の定義は、保険者と保険契約者に言及しているものの、当該定義は IFRS 第 17

号の他の部分と切り離して読むべきではない。これは AP第 30 項(c)(資料第 15 項(3))の

記載内容（見解 1の支持者の考え方）と一致する。（AP 第 43 項） 

26. IASB スタッフは、IFRS 第 17 号の要求事項を考慮すると、保険契約の境界線を確立する

実質的な権利と義務は IFRS 第 9 号の適用範囲から除外されると考える。AP 第 27 項（本

資料第 14項）で述べたとおり、仲介者を通して保険契約者から受け取る保険料は、最初

は、IFRS 第 17 号の範囲内にある。したがって、たとえ保険料の回収先が保険契約者から

仲介者に変わったとしても、保険契約開始後に保険者の未収保険料の請求権が IFRS 第 9

号の適用対象となることはない。（AP 第 44 項） 

27. また、IFRS 第 9 号 2.1 項(e)の(i)から(v)を除き、IFRS 第 17 号及び IFRS 第 9 号は、い

ずれも、すでに保険契約グループの測定に含まれているキャッシュ・フローに対する債

権及び債務を IFRS 第 9号の適用範囲に戻す仕組みを設けていない。言い換えれば、権利

及び義務（並びに関連するキャッシュ・フロー）が IFRS 第 17 号に基づいて会計処理さ

れている限り、IFRS 第 9 号の適用範囲から除外されることになる。（AP第 45 項） 

28. IASB スタッフによる分析の結論は、保険者が既に保険契約グループの測定に含まれてい

るキャッシュ・フローを IFRS 第 9号の債権又は債務として認識しないことを意味してお

り、保険者は保険料を現金で回収するまで、仲介者からの未収保険料を保険契約グルー

プの測定の範囲に含めておくことになる。（AP第 46 項） 

（代替的な解釈） 

29. IASB スタッフの見解は前項のとおりであるが、別の解釈も可能であることは了知してい

る。（AP第 47 項） 

30. IFRS 第 17 号は、保険契約グループの測定に含まれるキャッシュ・フローを回収又は決済

する手段を現金に限定してはいない。以下に具体的事例を示す。（AP 第 49 項） 

                                                   
7 詳細は別紙 2参照。 
8 詳細は別紙 2参照。 
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(1) 保険者は、保険契約者に医療サービスを提供するために、病院とサービス契約（保

険契約ではない）を締結する。 

(2) 保険者は、保険契約者が医療サービスを必要とする場合に、保険者が保険契約者

に代わって病院に支払うと予想される金額を保険契約グループの測定に含める9。 

(3) 保険金請求が発生した場合の病院への支払見積額は、保険契約グループの測定範

囲内にとどまり、発生保険金に係る負債の一部に含まれる。 

(4) 保険者、保険契約者、及び病院との間の強制可能な権利及び義務を考慮すると、保

険契約者への医療サービスの提供は、以下のことを意味する。 

① 保険者の保険契約者に対する義務を現物で決済する10 

② 保険者と病院との間のサービス契約に基づき、保険者が病院に支払う契約上の

義務を発生させる。 

(5) IFRS 第 17 号は、保険契約に基づき発生する義務の決済手段を現金に限定してい

ないため、提供された医療サービスに対して病院に支払う義務を負うことで、保

険者は保険契約者に対する義務を決済していると主張することが可能である。な

ぜなら、保険者の病院への支払義務は、保険契約者に対する義務が消滅したとき

に、IFRS 第 17 号の付録 Aに定義されている保険契約ではない、別の契約に基づい

て発生するからである。 

(6) 保険者が上記(5)のとおり考える場合、保険者の病院への支払義務は、IFRS 第 9 号

で認識する。なぜなら、当該義務は同号の 2.1 項(e)の適用除外に該当しないから

である。そして保険者は、発生保険金に係る負債からそれぞれの予想キャッシュ・

フローを取り除き、病院に対する負債を IFRS 第 9 号に基づく個別の金融負債とし

て認識する。 

 

  

                                                   
9 IFRS 第 17 号の B65 項（b）の処理。詳細は別紙 2参照。 
10 IFRS 第 17 号の B6項の処理。詳細は別紙 2参照。 
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31. 未収保険料に同じ考え方を適用しても、予想される未収保険料は保険契約グループの測

定に含まれることになる。しかし、保険契約者が仲介者に保険料を支払うことで義務を

果たし、かつ、保険者が保険契約に基づく保険サービスの提供義務を引き受けた後では、

保険契約に基づく債権は、別の債権を受け取ることで回収したと主張することが可能で

ある。仲介者からの当該債権は、保険契約者以外の当事者との間の保険契約ではない契

約に基づいて発生するものである。このような債権は IFRS 第 9 号を適用して認識される

べきである。保険者は、保険契約グループの測定からそれぞれの予想キャッシュ・フロー

を取り除く。（AP 第 50 項） 

32. 代替的な解釈をも認めると、仲介者からの保険料は IFRS 第 17 号又は IFRS 第 9 号のいず

れを適用しても認識できることになる。（AP 第 51 項） 

（信用損失の金額と発生時期） 

33. 見解 2の支持者は、仲介者からの未収保険料に IFRS 第 9号を適用することが重要である

と述べている。なぜなら、IFRS 第 9 号を適用すると、仲介者からの予想信用損失は、（保

険契約グループの測定のなかに含められるのではなく）即時に認識され、明示的に識別

され、表示されるからである。彼らは、仲介者から未収保険料を受け取る保険者の権利

は、保険者と保険契約者との間の保険契約から生じる権利ではなく、保険者と仲介者と

の間のサービス契約から発生する別の権利と考えており、当該処理が適切と考えている。

（AP 第 52 項） 

IASB スタッフの分析 

34. IFRS 第 17 号と IFRS 第 9 号では、仲介者からの予想信用損失について取り扱いが異なる

が、そのことは AP29 項（本資料第 15 項）に記載の見解 1 又は見解 2 のいずれかを支持

する論拠にはならない。取り扱いの違いは、各基準の測定モデルの違いによるもので、い

ずれも財務諸表利用者にとって有用な情報をもたらすものである。保険者が仲介者から

の受取保険料に対して、見解 1 又は見解 2 のいずれの解釈を採用したとしても、IFRS 第

17 号又は IFRS 第 9 号に関連する IFRS 会計基準のすべての要求事項（これは表示に関す

る処理に限った話ではない。）を適用する必要がある。（AP 第 53 項） 

35. IASB スタッフは、IFRS 第 17 号の第 131 項が、IFRS 第 17 号の適用範囲内の契約から生じ

る信用リスクに関する情報の開示を要求していることに留意している。したがって、仲

介者からの受取保険料に対し、IFRS 第 9 号又は IFRS 第 17 号のいずれの会計処理を適用

したかを問わず、財務諸表利用者は、信用損失及び信用リスクに特化した有用な情報を

得ることになる。（AP第 54 項） 
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（その他の技術的な論点） 

36. IASB スタッフは、AP（本資料）で取り上げた論点以外にも、下表のとおり分析を行って

いる（いずれも見解 1の支持者の所見に対する IASB スタッフの分析）。（AP 第 55 項） 

見解 1の支持者の所見 IASB スタッフの分析 

2018 年 12 月の IASB ボード会議の議論 

・未収保険料と未払保険金を IFRS 第 9

号に基づいて分離して表示及び測定

することを要求するように IFRS 第

17 号を修正する提案が検討された

が、IFRS 第 17 号の原則は、保険契約

グループから発生する種々の権利及

び義務を束にしたうえで認識するこ

とであるとして、却下された。 

 

 

・同会議での議論は、保険契約者からの未収

保険料に関してであって、仲介者からの未

収保険料については議論していない。 

IFRS 第 17 号 B25 項の解釈 

・同項では、保険契約に係るすべての権

利と義務が消滅するまで、保険契約

は保険契約であり続ける趣旨を述べ

ている。 

 

・同項の要求事項を論拠に、当初 IFRS 第 17

号の範囲に含めた権利及び義務は消滅す

るまで IFRS 第 17 号の範囲であると主張す

ることは可能であると考える。なお、同項

は、保険契約の分類を取り扱っている。 

・当該事実パターンの保険契約は、当初も事

後も IFRS 第 17 号の適用範囲内にある。 

・しかし、当主張は、AP第 47 項から第 50 項

（本資料第 29 項から第 31 項）に記載され

た代替的解釈を損なうものではない。 
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見解 1の支持者の所見 IASB スタッフの分析 

契約者・仲介者間の保険料の支払額 

・一般的に、保険者は契約者が仲介者に

現金で支払った保険料が判らない

（又は適時な情報を得るためのアク

セスがない）。 

・したがって、保険者が当該金額を個別

に認識するためには、システムの変

更や金額を見積もることが必要とな

る場合がある。 

 

・デュー・プロセス・ハンドブックは委員会

に、IFRS 会計基準の既存の要求事項を適用

する際の費用便益評価に基づいて、IASB の

作業計画に基準設定アジェンダを追加す

ることを決定することは要求していない

（許可もしていない） 

・このような費用便益評価は、新しい要求事

項が開発された時に行われる。 

（IASB スタッフの結論） 

37. IASB スタッフの結論は以下のとおり。（AP 第 56 項） 

(1) IFRS 第 17 号は、仲介者から受け取る保険料の適切な処理を検討するための出発点で

ある。保険者は、保険契約グループの測定に将来保険料の見積りを含める。IFRS 第

17 号の B65 項は、保険契約者から直接徴収する保険料と、仲介者を通じて徴収する

保険料を区別していない。したがって、仲介者を通じて保険契約者から保険料を徴収

する保険者の権利は、IFRS 第 17 号の保険契約グループの測定に含まれる。 

(2) 保険者は、以下のいずれかのタイミングで、キャッシュ・フローを保険契約グループ

の測定から取り除く。 

① キャッシュ・フローが回収又は決済されたとき 

② キャッシュ・フローが他の IFRS 会計基準上を適用して資産又は負債として認識

されたとき 

(3) IFRS 第 9号 2.1 項(e)は、保険契約の境界線内のキャッシュ・フローを生じさせる権

利及び義務を同基準の適用範囲から除外している。上記(2)にしたがうと、保険者は、

仲介者から受領するする権限のあるキャッシュ・フロー又は仲介者に対して支払う

義務を負うキャッシュ・フローを保険契約グループの測定に含めておき、すべての予

想キャッシュ・フロー（保険料、保険金、又は手数料）を現金で回収又は決済するま

で保険契約グループの測定に含めている。 
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(4) 上記(3)の見解に関わらず、保険契約に基づく保険者の権利又は義務が消滅したとき

に発生する債権及び債務に対し、代替的な解釈を排除することはできないと考えて

いる。IFRS 第 17 号は、保険契約グループの測定からキャッシュ・フローを取り除く

のを、キャッシュ・フローを現金で回収又は決済した場合に限定していない。当該キ

ャッシュ・フローは、IFRS 第 17 号で保険契約と定義されるもの以外から生じる新た

な権利及び義務が作り出されることによって回収又は決済される可能性があり、し

たがって、当該キャッシュ・フローは、IFRS 第 9号の第 2.1 項(e)の適用除外の対象

外であると考えられる。保険者がそのような見解をとる場合、以下のようになる。 

① 関連する権利及び義務が、保険契約でない契約から生じる場合は、IFRS 第 9 号

の債権又は債務として認識する。 

② 保険契約グループの測定から、関連する予想キャッシュ・フローを取り除く。 

(5) 保険者がどのような見解を持つにせよ、仲介者からの受取保険料に対し、IFRS 第 17

号又は IFRS 第 9 号に関連する IFRS 会計基準のすべての要求事項（これは表示に関

する処理に限った話ではない。）を適用する必要がある。 

IFRS 解釈指針委員会に対する質問 

1. IFRS 解釈委員会は、当 AP の第 24 項から第 56 項（本資料第 12 項から第 37

項）に含まれる IFRS 第 17 号及び IFRS 第 9 号の要求事項の適用に対しての IASB

スタッフの分析に同意するか。 

当論点の基準設定アジェンダへの追加要否について 

38. IFRS 財団のデュー・プロセス・ハンドブックの第 5.16 項では、以下のすべての要求事項

を満たす場合、委員会は基準設定アジェンダを作業計画に追加することを決定すると述

べられている（以下、引用）。（AP第 57 項） 

(a) 当該事項は広がりのある影響を有し、影響を受ける人々に重要性のある影響を有し

ているか又は有すると見込まれる。 

(b) 財務報告を改善するために、IFRS 基準の要求事項を追加又は変更することが必要で

ある。すなわち、基準における原則及び要求事項が、企業が要求される会計処理を決

定するための適切な基礎を提供していない。 

(c) 当該事項が現行の基準及び「概念フレームワーク｣の枠内で効率的に解決できる。 
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(d) 当該事項の範囲が、審議会又は解釈指針委員会が効率的な方法で扱うことができる

のに十分なほど狭いが、審議会又は解釈指針委員会及び利害関係者が基準を変更する

ために要するデュー・プロセスを実施することがコストに見合う効果がないほど狭く

はない。 

39. これまでの分析（本資料第 12 項から第 37 項）を踏まえると、財務報告を改善するため

に IFRS 会計基準における要求事項を追加又は変更する必要がある（デュー・プロセス・

ハンドブックの第 5.16 項(b)（本資料前項(b)）参照）可能性がある。なぜなら、当該事

実パターンにおいて、IFRS 第 17 号及び IFRS 第 9 号の要求事項の代替的な解釈を排除す

ることはできないからである。そこで、基準設定を行うことで、当論点に効率的に対処で

きないか検討した。（AP第 58 項） 

40. AP 第 11 項（本資料第 7項(1)）の説明のとおり、すべての回答者が、仲介者が保険者と

保険契約者の間で保険契約を結ぶ役割を果たすことは、すべての法域及びすべての種類

の保険契約において一般的であると述べている。しかし、IASB スタッフは、以下の理由

から IFRS 第 17 号及び IFRS 第 9号の代替的な解釈は、デュー・プロセス・ハンドブック

の第 5.16 項(a)（本資料第 38 項(a)）の要求事項を満たさないと考えている。（AP 第 59

項） 

(1) 解釈の相違は、キャッシュ・フローが以下の条件をすべて満たすときのみ、キャッシ

ュ・フローの処理に影響を与える。 

① 当初、保険契約の境界線内に含まれていた 

② その後、保険契約ではなく、また保険契約者との契約でもない契約から生じるこ

とになった 

③ 関連する保険契約に基づく、保険者の当初の権利及び義務が消滅している 

(2) AP 第 54 項（本資料第 35 項）で説明のとおり、財務諸表の利用者は、仲介者からの

受取保険料が IFRS 第 9 号で会計処理されようが、IFRS 第 17 号で会計処理されよう

が、信用損失及び信用リスクに関する有用な情報を得ることになる。 
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41. IASB スタッフは、基準設定することはデュー・プロセス・ハンドブックの第 5.16 項(d) 

（本資料第 38 項(d）)の要求事項を満たさないと考えている。この修正には、IFRS 第 17

号と IFRS 第 9 号の相互作用に変更を加えることも含まれるであろう。このようなプロジ

ェクトでは、基準の変更が意図しない結果をもたらすかどうかを評価することが必要に

なる。またその評価は保険者と仲介者の契約にとどまらず、広範な契約の分析が含まれ

るため、完了までに相当の時間と労力を要する可能性がある。現時点では、当 AP で取り

上げた 2 つの見解（見解 1 及び見解 2）を適用した企業が、企業の報告する金額に対し、

重要性があるほどの影響を及ぼすと予想される証拠はない。したがって、IASB スタッフ

は、基準設定プロジェクトを実施することは、コストを十分に上回る財務報告の改善を

もたらすことにはならないと考えており、当論点を基準設定アジェンダに追加しないこ

とを提案する。（AP 第 60 項） 

（IASB スタッフの提案） 

42. IASB スタッフは、AP 第 57 項から第 60項（本資料第 38 項から第 41 項）に示した理由に

基づき、委員会に対し、IFRS 第 17 号と IFRS 第 9 号の相互作用に関するプロジェクトを

基準設定アジェンダに追加しないことを提案する。代わりに、適用される IFRS 第 17 号

及び IFRS 第 9 号の要求事項を概説し、保険者が同要求事項を仲介者からの未収保険料に

対してどのように適用するかを概説する暫定的なアジェンダ決定案を公表することを提

案する。（AP 第 61 項） 

43. AP の付録 A は、暫定的なアジェンダ決定案を示している（本資料では別紙 1 に記載して

いる。）。IASB スタッフは、暫定的なアジェンダ決定案（説明資料を含む）は、IFRS 会計

基準における要求事項を追加又は変更するものではないと考える。（AP第 62 項） 

IFRS 解釈指針委員会に対する質問 

2. IFRS 解釈委員会は、IFRS 第 17 号と IFRS 第 9 号の相互作用に関するプロジェクト

を基準設定アジェンダに追加しないとする、IASB スタッフの提案に同意するか。 

3. IFRS 解釈委員会は、当 AP の付録 A（本資料別紙 1）に記載の暫定的なアジェンダ

決定案の文言について、何かコメントはあるか。 
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IFRS-IC 会議での主な議論 

44. IFRS-IC メンバーへの質問は次の 3点である。 

質問 1： IFRS 第 17 号及び IFRS 第 9 号の要求事項に対する IASB スタッフの

分析に同意するか 

質問 2： IFRS 第 17 号と IFRS 第 9 号の相互作用に関するプロジェクトを基準

設定アジェンダに追加しないという IASB スタッフの提案に同意す

るか 

質問 3： アジェンダ決定案の文言（付録 A（本資料別紙 1））についてコメン

トはあるか？ 

 

45. 審議は、2023 年 3 月 14 日及び 15日の 2日間にわたり行われた。14日には主に質問 1及

び質問 2 が審議され、15 日には 14 日の審議を踏まえて修正されたアジェンダ決定案に

基づき質問 3が審議された。 

（2023 年 3 月 14 日の審議：主に質問 1 及び質問 2） 

46. 質問 1について、IFRS IC のメンバーの中には、両方の見解が受け入れられることに同意

した者もいた。その中には、一方の見解を優先するが、他方の見解を排除しないという者

もいた。少数の IFRS IC メンバーだけが、見解 1だけが受け入れられると述べた。 

(1) 見解 1（IFRS 第 17 号）の適用を選好する立場の主な意見 

① IFRS 第 17 号の適用範囲は、各保険契約の境界線内のすべてのキャッシュ・フロ

ーである。IFRS 第 17 号の会計単位は、保険契約の境界線内のキャッシュ・フロ

ーの束であり、その束の中から特定のキャッシュ・フロー（収入保険料）だけを

抜き出すことはできない。 

② 見解 2を適用するためには、保険は保険契約者がいつ仲介者に保険料を支払った

かを知る必要があるが、それを追跡することは実務上困難である。 

(2) 見解 2（IFRS 第 9 号）の適用を選好する立場の主な意見 

① 保険契約者が保険料を仲介者に支払った時点で、保険契約者の保険料を支払う義

務は消滅して、保険者が保険サービスを提供する義務が発生する。未収保険料の
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性質も変更され、保険契約者への債権が消滅して、仲介者への債権が新たに創出

される。 

② 仲介者が債務を履行しない場合のリスクは、IFRS 第 17 号の適用対象となる保険リ

スクではなく、IFRS 第 9 号の適用対象となる。 

47. 質問 1については、「いずれかを優先するのではなく、両方の見解が受け入れられる」と

質問を修正の上、出席者 14 名中 11 名が賛成。質問 2は IASB スタッフ提案どおりの内容

で 14 名全員が賛成し、暫定決定した。 

48. 質問 3（アジェンダ決定案の文言）についても審議されたが、指摘箇所が多岐にわたるた

めに、IASB スタッフがアジェンダ決定案を修正したうえで、15日に再度審議することと

なった。 

（2023 年 3 月 15 日の審議：質問 3） 

49. アジェンダ決定案の修正案が提示された。当初案と修正案の主な差異は以下のとおり。 

 アジェンダ決定案（当初案） アジェンダ決定案（修正案） 

1 見解１が原則（暗黙の了解）であるが、見

解 2も排除しない 

見解 1と見解 2に優先順序をつけない 

2 （該当する記載なし） 保険者の「判断(judgement)」によって、

見解 1と見解 2を決定する。 

3 （該当する記載なし） 保険者は、この「判断」が IAS 第 1 号「財

務諸表の表示」第 122 項11の重大な判断で

あるかどうかを評価する（重大な判断で

ある場合には、当該判断の開示が要求さ

れる。） 

4 両方の見解を適用しても重要な影響はな

い 

同左（変更なし） 

50. アジェンダ決定案（修正案）に対して聞かれた意見は次のとおりである。 

(1) 「見解 1と見解 2に優先順序をつけない」という点については、全員が賛成した。 

(2) 「保険者の判断によって、見解 1と見解 2を決定する。」及び「判断の開示」につい

て： 

                                                   
11 詳細は別紙 2参照。 
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① 多数のメンバーが、要望書の特定された事実パターンにおいても両方の見解を

受け入れるというのであれば、これは「判断」ではなく、会計方針の選択である

と指摘した。又、「判断」とした場合、保険者の「判断」の適切性を巡って監査

人との間で見解が割れ、実務が混乱する懸念があるとの指摘があった。 

② IASB スタッフは、アジェンダ決定案（修正案）では「（重大な）判断」を基に当

該「判断」の開示を要求することとしており、「判断」を削除すると開示を要求

する論拠がなくなってしまう点を指摘した。 

③ 議長は、実質的に見解 1、見解 2 のいずれをも選択できる点を踏まえ、「判断」

という文言を削除して、再度修文することをスタッフに指示した。 

(3) 「両方の見解を適用しても重要な影響はない」という点について： 

① 少数のメンバーは、どちらの見解を採用するかによって、財務諸表の表示は大き

く影響を受け（見解１なら IFRS 第 17 号の保険契約負債（資産）、見解 2 なら

IFRS第9号の未収入資産）、又、認識される減損の金額及び時期も異なるために、

「両方の見解を適用しても重要な影響はない」という記載は不適切であると述

べた。 

② 議長は、同文言を削除して、再度修文することをスタッフに指示した。 

51. 「判断」、「重大な判断の開示」及び「両方の見解を適用しても重要な影響はない」を削除

することを前提に、アジェンダ決定案（修正案）の文言について採決され、出席者 13 名

中 10 名の IASB メンバーが賛成した。なお、具体的な文言等は IASB スタッフに一任する

こととなった。 

以 上 
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別紙 1 暫定的なアジェンダ決定案 (AP に添付された当初版) 

1. AP の付録 Aに記載されている、仲介者からの未収保険料（IFRS第 17号及び IFRS第 9号）

についての暫定的なアジェンダ決定案は、以下のとおりである。 

仲介者からの未収保険料（IFRS 第 17 号「保険契約」及び IFRS 第 9 号「金融商品」） 

IFRS 解釈指針委員会（以下、「委員会」という。）は、保険契約を発行している企業（以

下、「保険者」という。）が、IFRS 第 17 号「保険契約」（以下、「IFRS 第 17 号」という。）

及び IFRS 第 9 号「金融商品」（以下、「IFRS 第 9 号」という。）の要求事項を仲介者からの

未収保険料にどのように適用するかに関する要望書を受け取った。 

要望書に記載された事実パターンでは、仲介者は保険者と保険契約者との間の連絡役と

して行動し、両者の間の保険契約を準備する。報告日時点で保険契約者は仲介者に保険料

を現金で支払っているが、保険者はまだ当該保険料を仲介者から現金で受け取っていない。

保険者と仲介者の間の契約は、仲介者が保険料を後日支払うことを認めている。 

保険契約者が保険料を仲介者に支払った時点で、保険契約者は保険契約に基づく義務が

解除され、保険者は保険契約上のサービスを保険契約者に提供する義務を負う。仲介者が

債務を履行しない場合、保険者は保険契約者から保険料の再度の支払いを強制することも、

当該保険契約を消滅させることもできない。 

IFRS 会計基準の要求事項の適用 

委員会は、仲介者から受け取る保険料の適切な処理を検討するために、IFRS 第 17 号が

出発点であると考えた。そこで、委員会は以下のとおり分析した。 

(1) どのキャッシュ・フローが IFRS 第 17 号を適用して保険契約の境界線内となるのか。 

(2) どの時点でキャッシュ・フローが保険契約グループの測定から除外されるのか。 

(3) どのような情報が信用リスクと予想信用損失に関して提供されることとなるのか。 

IFRS 第 17 号における保険契約の境界線内となるキャッシュ・フロー 

IFRS 第 17 号の第 33 項は、保険者が保険契約グループの測定に、当該保険グループの中

の各契約の境界線内のすべての将来キャッシュ・フローの見積りを含めることを保険者に

要求している。同 B65 項は、保険契約の境界線内のキャッシュ・フローとは、保険料の受

け取りを含む、契約の履行に直接関係するものであると説明している。 

委員会は、IFRS 第 17 号の B65 項は保険契約者から直接回収される保険料と仲介者を通
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じて回収される保険料を区別していないことに着目した。仲介者を通じて保険契約者から

保険料を徴収する保険者の権利は、IFRS 第 17 号では保険契約グループの測定に含まれる。 

次に委員会は、保険契約グループの測定に既に含まれているキャッシュ・フローが、ど

の時点で当該測定から除外されるかを検討した。 

保険契約グループの測定からキャッシュ・フローを取り除くこと 

この要望書は、保険者が、仲介者からの受取保険料をいつ保険契約グループの測定から

除くかについて、2つの見解を示している。 

(1) 見解 1 

・保険者が保険料を現金で受け取った場合のみ、未収保険料を取り除く。 

(2) 見解 2 

・保険契約者が保険料を仲介者に現金で支払った時点で、保険者は未収保険料を取り除

き、IFRS 第 9 号を適用して別個の金融資産を認識する。 

委員会は、IFRS 第 17 号が、いつ、保険契約グループの測定に含まれるキャッシュ・フロ

ーを保険契約グループの測定から除くかを明示していない点を指摘した。暗黙の了解とし

て、キャッシュ・フローは回収又は決済された時点で、保険契約グループの測定の対象か

ら除かれる。 

加えて、一部のキャッシュ・フローは、保険者が適用する別の IFRS 会計基準の範囲に含

まれることになる。同じキャッシュ・フローに対して異なる 2 つの資産（又は負債）が認

識されることを避けるため、別の IFRS 会計基準を適用して資産又は負債として認識される

将来のキャッシュ・フローは、保険契約グループの測定から取り除かれなければならない。 

委員会は、いつ、保険者が保険契約グループの測定からキャッシュ・フローを除くかに

ついて、以下のとおり結論づけた。 

(1) キャッシュ・フローが回収、又は決済されたとき 

(2) キャッシュ・フローが他の IFRS 会計基準で資産又は負債として認識されたとき 

従って、委員会は次に、未収保険料がいつ回収又は決済されるか、及び、仲介者からの

未収保険料が IFRS 第 9号における資産として認識されるかどうかを検討した。 

IFRS 第 9 号の適用範囲 

IFRS 第 9 号の 2.1 項(e)では、「この基準は、IFRS 第 17 号「保険契約」に定義される保
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険契約に基づいて生じる権利および義務を除くすべての種類の金融商品について、すべて

の企業が適用しなければならない」と述べられている。 

IFRS 第 17 号の付録 Aでは保険契約を次のように定義している。 

「ある当事者（発行者）が、特定の不確実な将来の事象（保険事故）が保険契約者に悪影

響を及ぼす場合に、保険契約者に補償することに同意することにより、他の当事者（保険

契約者）から重要な保険リスクを受け入れる契約」 

委員会は、保険契約の定義が、保険者と保険契約者の間の契約に言及しているとしても、

この定義を IFRS 第 17 号の他の要求事項から切り離して読むべきではないと考えた。 

IFRS 第 17 号の第 34 項は、キャッシュ・フローが、企業が保険契約者に保険料の支払い

を強制できる報告期間中又は企業が保険契約者に保険契約サービスを提供する実質的な義

務を有している報告期間中に存在する、実質的な権利と義務から生じる場合には、保険契

約の境界線内にあると述べている。 

委員会は、これらの要求事項が要望書で示された 2 つの見解を裏付けるためにどのよう

に用いられるかを検討した。 

(1) 見解 1 

・IFRS 第 17 号を適用する保険契約の境界線内でキャッシュ・フローを生じさせるすべ

ての権利及び義務は、IFRS 第 9 号の適用範囲から除外される。 

(2) 見解 2 

・保険契約でもなく、また、保険契約者を当事者とする契約でもない契約から生じる権

利及び義務で、関連する保険契約に基づく保険者の権利及び義務が消滅した際に発生

するものは、その権利及び義務から生じるキャッシュ・フローが IFRS 第 17 号を適用

する保険契約の境界線内にすでに含まれていたとしても、IFRS 第 9 号の適用範囲と

なる。 

委員会の見解は、IFRS 第 9 号の適用範囲は、保険契約の境界線を定める実質的な権利及

び義務を除くということであった。したがって、キャッシュ・フローを回収する権利が保

険契約者から仲介者に変わったとしても、保険契約開始後に保険料に対する保険者の権利

が IFRS 第 9 号の適用対象となることはない。ゆえに、保険者は、現金で回収されるまで、

仲介者からの未収保険料を保険契約グループの測定の範囲に含めておく（見解 1）。 

しかし、委員会は、別の見解（見解 2）が適用される可能性があることを認めている。な

ぜなら、保険契約者が（保険料を仲介者に支払うことにより）保険料の支払義務を消滅し、
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保険者が保険契約に基づく保険契約サービスを提供する義務を受け入れた後、保険契約に

基づく債権は、保険契約ではない契約に基づく別の債権の受領により回収されたと考える

ことが適切である可能性があるからである。 

委員会は、IFRS 第 17 号及び IFRS 第 9 号の要求事項は、見解 1と見解 2の両方に適合す

るため、保険者が仲介者から受け取る保険料を IFRS 第 17 号、又は IFRS 第 9 号、いずれか

において認識することができると結論付けた。次に委員会は、信用損失の発生時期に関す

る情報への影響について検討した。 

信用リスクに関する情報 

委員会は、IFRS 第 17 号と IFRS 第 9 号では、仲介者からの予想信用損失について異なる

取り扱いとなることを了知した。保険者は、いずれの見解をとるにせよ、IFRS 第 17 号（IFRS

第 17 号の適用範囲内の契約から生じる信用リスクに関する情報の開示を求める第 131 項

を含む）、又は IFRS 第 9号（及び IFRS 第 7 号「金融商品：開示」の要求事項）のすべての

要求事項を、仲介者からの受取保険料に適用する必要がある。 

結論 

分析に照らして、委員会は IFRS 第 17 号と IFRS 第 9 号の相互関係についての基準設定プ

ロジェクトを基準設定アジェンダに追加すべきかどうかを検討した。委員会は、そのよう

なプロジェクトは範囲が狭いものではないことに留意した。このことを念頭に置いて、委

員会は、このアジェンダ決定で説明された 2 つの見解を適用した結果が、企業が報告する

金額に重要な影響を及ぼすと予想されるという十分な証拠が得られていないことに着目し

た。その結果、委員会は、プロジェクトはコストを上回るのに十分となるような財務報告

の改善をもたらさないであろうと結論づけた。したがって、委員会は基準設定プロジェク

トをアジェンダに追加しないことを決定した。 

以 上 
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別紙 2 関係規程からの抜粋 

IFRS 第 17 号の抜粋 

1. 以下は、AP 本文中で登場する IFRS 第 17 号の抜粋である（すべて抜粋のため、通常の書

体で記載。以下、同様）。 

第29項 

(1) 企業は、類似した項目の重要性があるクラスのそれぞれを財務諸表上で区別して表

示しなければならない。企業は、重要性がない場合を除き、性質又は機能が異質な

項目を区別して表示しなければならない。 

第33項 

(1) 企業は、保険契約グループの測定に、当該グループの中の各契約の境界線内のすべ

ての将来キャッシュ・フローを含めなければならない（第34項参照）。第24項を適

用して、企業は将来キャッシュ・フローをより高い集約レベルで見積って、それに

よる履行キャッシュ・フローを個々の契約グループに配分することができる。将来

キャッシュ・フローの見積りは、次のようなものでなければならない。 

(a) 当該将来キャッシュ・フローの金額、時期及び不確実性に関して、過大なコ

ストや労力を掛けずに利用可能な、すべての合理的で裏付け可能な情報を、

偏りのない方法で織り込む（B37項からB41項参照）。このために、企業は生じ

得るすべての範囲の結果の期待値（すなわち、確率加重平均）を見積らなけ

ればならない。 

(b) 関連する市場変数の見積りが当該変数についての観察可能な市場価格と整合

的であることを条件として、企業の視点を反映する（B42項からB53項参照）。 

(c) 現在のものである―見積りは、測定日において存在している状況（同日時

点での将来に関する仮定を含む）を反映しなければならない（B54項からB60

項参照）。 

(d) 明示的である―企業は、非金融リスクに係る調整を他の見積りと区分して

見積らなければならない（B90項参照）。また、企業は、キャッシュ・フロー

を貨幣の時間価値及び金融リスクに係る調整と区分して見積らなければなら

ない。ただし、最も適切な測定技法がこれらの見積りを組み合わせている場

合は除く（B46項参照）。 
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第34項 

(1) キャッシュ・フローが、企業が保険契約者に保険料の支払を強制できる報告期間中

又は企業が保険契約者に保険契約サービスを提供する実質的な義務を有している

報告期間中に存在する実質的な権利及び義務から生じる場合には、当該キャッシ

ュ・フローは保険契約の境界線内にある（B61項からB71項参照）。保険契約サービ

スを提供する実質的な義務は、次のいずれかの時点で終了する。 

(a) 企業が特定の保険契約者のリスクを再評価する実質上の能力を有していて、

その結果、当該リスクを完全に反映する価格又は給付水準を設定できる。 

(b) その日における当該グループの中の契約から生じるキャッシュ・フロー 

(c) 当初認識日における下記の認識の中止 

(ⅰ) 第28C項を適用して、保険獲得キャッシュ・フローに係る資産 

(ⅱ) B66A項で定めているように当該契約グループに関連するキャッシュ・

フローについて過去に認識した他の資産又は負債 

第55項 

(1) 保険料配分アプローチを使用する場合、企業は残存カバーに係る負債を次のように

測定しなければならない。 

(a) 当初認識時では、当該負債の帳簿価額は次のようになる。 

(ⅰ) 当初認識時に受け取った保険料（もしあれば） 

(ⅱ) 減算：その日における保険獲得キャッシュ・フロー（第59項(a)を適用

して企業が当該支払を費用として認識することを選択する場合を除

く） 

(ⅲ) 加算又は減算：その日における下記の認識の中止から生じた金額 

1.第28C項を適用して、保険獲得キャッシュ・フローに係る資産 

2.B66A項で定めているように、当該契約グループに関連したキャッシ

ュ・フローについて過去に認識した他の資産又は負債 

(b) その後の各報告期間の末日では、当該負債の帳簿価額は当該報告期間の期首

現在の帳簿価額に以下の項目を加減した金額となる。 

(ⅰ) 加算：当期に受け取った保険料 

(ⅱ) 減算：保険獲得キャッシュ・フロー（第59項(a)を適用して企業が当該

支払を費用として認識することを選択する場合を除く） 
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(ⅲ) 加算：当報告期間に費用として認識した保険獲得キャッシュ・フロー

の償却に係る金額（第59項(a)を適用して企業が保険獲得キャッシュ・

フローを費用として認識することを選択する場合を除く） 

(ⅳ) 加算：金融要素の調整（第56項を適用） 

(ⅴ) 減算：当該期間に提供したサービスについて保険収益として認識した

金額（B126項参照） 

(ⅵ) 減算：支払ったか又は発生保険金に係る負債に振り替えた投資要素 

B6項 

(1) 保険契約の中には、現物給付を要求又は許容しているものもある。そのような場合

には、企業は、保険事故について保険契約者に補償するという企業の義務を決済す

るために、保険契約者に財又はサービスを提供する。一例は、企業が保険契約者に

損害額を補償する代わりに、盗難に遭った品物の代替品を提供する場合である。別

の一例として、企業が自身の医療施設及び医療スタッフを使用して、保険契約でカ

バーされている医療サービスを提供する場合がある。こうした契約は、保険金請求

が現物で決済されるものではあるが、保険契約である。第8項に定めた条件に該当

する定額報酬でのサービス契約も保険契約であるが、第8項を適用して、企業はそ

れらの会計処理をIFRS 第17号又はIFRS 第15号「顧客との契約から生じる収益」の

いずれかを適用して行うことを選択できる。 

B25項 

(1) 保険契約の定義に該当する契約は、すべての権利及び義務が消滅（すなわち、免除、

解約又は満了）となるまでは、引き続き保険契約である。ただし、契約の条件変更

により、第74項から第77項を適用して契約の認識の中止が行われる場合を除く。 

B65項 

(1) 保険契約の境界線内のキャッシュ・フローとは、契約の履行に直接関連するキャッ

シュ・フロー（企業が金額又は時期に対する裁量を有しているキャッシュ・フロー

を含む）である。境界線内のキャッシュ・フローには、次のものが含まれる。 

(a) 保険契約者からの保険料（保険料調整及び分割払保険料を含む）及び当該保

険料から生じる追加的なキャッシュ・フロー 

(b) 保険契約者に対する（又は保険契約者のための）支払。これには、次のもの

が含まれる。すでに報告されているが未だ支払われていない保険金（すなわ

ち、報告済の保険金請求）、すでに発生しているが保険金請求が未だ報告され

ていない事故についての発生保険金、及び企業が実質的な義務を有している

将来のすべての保険金である（第34項参照）。 
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(c) 保険契約者に対する（又は保険契約者のための）支払のうち、基礎となる項

目に対するリターンに応じて変動するもの 

(d) デリバティブ（例えば、契約に組み込まれたオプション及び保証）から生じ

る保険契約者に対する（又は保険契約者のための）支払で、当該オプション

及び保証が保険契約から分離されていないもの（第11項(a)参照） 

(e) 当該契約が属するポートフォリオに起因する保険獲得キャッシュ・フローの

配分 

(f) 保険金請求処理費用（すなわち、既存の保険契約における保険金請求の調査、

処理、解決の際に企業に生じるコストであり、弁護士報酬及び損害査定人の

手数料並びに保険金請求調査及び保険金支払処理の内部コストを含む） 

(g) 現物支給される契約上の給付を提供する際に企業に生じるコスト 

(h) 契約の管理及び維持のコスト。保険料請求や契約変更（例えば、転換及び復

活）の処理コストなどである。こうしたコストには、特定の保険契約者が保

険契約の境界線内の保険料の支払を継続する場合に仲介者に支払われると見

込まれる継続的な手数料も含まれる。 

(i) 取引ベースの税金（保険料税、付加価値税及び物品・サービス税など）、及び

賦課金（防火設備賦課金及び保証基金賦課金など）のうち、既存の保険契約

から直接的に生じるか、又は合理的かつ首尾一貫した基礎で既存の保険契約

に起因させることができるもの。 

(j) 保険契約者に生じた納税義務を保険者が受託者の立場で果たすために行う支

払、及び関連する受取 

(k) 既存の保険契約でカバーされている将来の保険金に関する回収（救助財産や

代位求償など）による潜在的なキャッシュ・インフロー、及び別個の資産と

しての認識要件を満たさない範囲での、過去の保険金に関する回収による潜

在的なキャッシュ・インフロー 

(ka)次のことを行う際に企業に生じるコスト 

(ⅰ) 投資活動の遂行（企業が当該活動を保険契約者にとっての保険カバー

からの便益を増進させるために行っている範囲で）。投資活動は、保険

事故が発生した場合に保険契約者が便益を得る投資リターンを生み

出すことを期待して企業が当該活動を行っているならば、保険カバー

からの便益を増進させる。［参照：結論の根拠BC283I項］ 



 
  AP4-2 

 

30/33 

(ⅱ) 直接連動有配当保険契約以外の保険契約の保険契約者に対する投資

リターン・サービスの提供（B119B項参照） 

(ⅲ) 直接連動有配当保険契約の保険契約者に対する投資関連サービスの

提供 

(l) 保険契約の履行に直接起因する固定間接費及び変動間接費（例えば、会計、

人事、情報技術及びサポート、建物の減価償却、家賃、維持管理、光熱費な

どのコスト）の配分。そうした間接費は、規則的かつ合理的で、類似した特

性を有するすべてのコストに首尾一貫して適用される方法を用いて契約グル

ープに配分される。 

(m) 他のコストで、契約の条件に基づき保険契約者に個別に請求可能なもの 

第B66項 

(1) 下記のキャッシュ・フローは、企業が既存の保険契約を履行するにつれて発生する

キャッシュ・フローを見積もる際に、含めてはならない 

(a) 投資リターン。投資は区分して認識、測定及び表示される。 

(b) 保有している再保険契約に基づいて生じるキャッシュ・フロー（支払又は受

取）。保有している再保険契約は区分して認識、測定及び表示される。 

(c) 将来の保険契約から生じる可能性のあるキャッシュ・フロー、すなわち、既

存の契約の境界線外のキャッシュ・フロー（第34項から第35項参照） 

(d) 当該契約を含んだ保険契約ポートフォリオに直接起因しないコスト（一部の

商品開発や教育訓練のコストなど）に関するキャッシュ・フロー。こうした

コストは発生時に純損益に認識される。 

(e) 契約の履行のために使用される労働又は他の資源の異常な金額の仕損から生

じるキャッシュ・フロー。こうしたコストは発生時に純損益に認識される。 

(f) 法人所得税の支払及び受取のうち、保険者が受託者の立場で支払又は受取を

するものではないもの又は契約条件に基づいて保険契約者に個別に請求可能

ではないもの。 

(g) 報告企業の別々の構成部分（保険契約者ファンドや株主ファンドなど）間で

のキャッシュ・フロー（当該キャッシュ・フローが、保険契約者に支払われ

る金額を変化させない場合）。 

(h) 保険契約から分離されて他の適用される基準書で会計処理される構成要素か

ら生じるキャッシュ・フロー（第10項から第13項参照） 
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第131項 

(1) IFRS 第17号の範囲に含まれる契約から生じる信用リスクについて、企業は下記を

開示しなければならない。 

(a) 報告期間の末日現在の信用リスクへの最大エクスポージャーを最もよく表す

金額（発行した保険契約と保有している再保険契約に区分） 

(b) 資産である保有している再保険契約の信用度に関する情報 

付録A 

発生保険金に係る負債 

(1) 企業が次のことを行う義務 

(a) 企業がすでに発生している保険事故を調査してそれについて正当な保険金を

支払うこと（すでに発生しているが保険金請求がまだ報告されていない事故、

及び他の発生した保険費用を含む） 

(b) 上記(a)に含まれず、かつ、次のいずれかに関連する金額を支払うこと 

(ⅰ) すでに提供されている保険契約サービス 

(ⅱ) 保険契約サービスの提供に関連していない投資要素又はその他の金

額で、残存カバーに係る負債ではないもの 

保険契約 

(1) 一方の当事者（発行者）が、他方の当事者（保険契約者）から、所定の不確実な将

来事象（保険事故）が保険契約者に不利な影響を与えた場合に保険契約者に補償す

ることに同意することにより、重大な保険リスクを引き受ける契約 

IFRS 第 9 号の抜粋 

2. 以下は、AP 本文中で登場する IFRS 第 9号の抜粋である。 

第2.1項 

(1) 本基準書は、すべての企業が、以下を除くすべての種類の金融に適用しなければな

らない。 

(e) IFRS 第17号「保険契約」で定義されている保険契約又はIFRS 第17号の範囲に

含まれる裁量権付有配当投資契約に基づいて生じた権利及び義務。ただし、
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本基準書は次のものに適用される。 

(ⅰ) IFRS 第17号の範囲に含まれる契約に組み込まれているデリバティブ

（当該デリバティブ自体がIFRS 第17号の範囲に含まれる契約ではない

場合） 

(ⅱ) IFRS 第17号の範囲に含まれる契約から分離される投資要素（IFRS 第

17号がそのような分離を要求している場合）。ただし、分離される投資

要素がIFRS 第17号の範囲に含まれる裁量権付有配当投資契約である

場合は除く。 

(ⅲ) 金融保証契約の定義を満たす保険契約に基づいて生じる発行者の権利

及び義務。ただし、金融保証契約の発行者が以前に、このような契約

を保険契約とみなし、保険契約に適用される会計処理を使用している

と明白に主張している場合は、発行者はこのような金融保証契約に対

し、本基準書又はIFRS 第17号のいずれかを適用することができる

（B2.5項及びB2.6項参照）。発行者は契約ごとにその適用を選択できる

が、個々の契約に対する適用方針の選択は取消不能である。 

(ⅳ) 企業が発行するクレジットカード契約又は与信若しくは支払の取決

めを提供する類似の契約のうち、保険契約の定義を満たすがIFRS 第17

号の第7項(h)でIFRS 第17号の範囲から除外されているものから生じ

る金融商品である企業の権利及び義務。ただし、保険カバーがこのよ

うな金融商品の契約条件である場合に、かつ、その場合にのみ、企業

は当該要素を分離してIFRS 第17号を適用する（IFRS 第17号の第7項

(h)参照）。 

(ⅴ) 企業が発行する保険契約のうち、保険事故に対する補償をそれがなけ

れば当該契約によって創出された保険契約者の義務の決済に要する

金額に限定しているものから生じる金融商品である企業の権利及び

義務（企業がIFRS 第17号の第8A項に従って、このような契約にIFRS 第

17号ではなくIFRS 第9号を適用することを選択する場合） 
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IAS 第 1 号の抜粋 

3. 以下は、本資料の「聞かれた意見」で登場する IAS 第 1 号の抜粋である。 

第122項 

(1) 企業は、重要性がある会計方針情報又は他の注記とともに、見積りを伴う判断（第125項

参照） とは別に、経営者が当該企業の会計方針を適用する過程で行った判断のうち、財

務諸表に認識されている金額に最も重大な影響を与えているものを開示しなければなら

ない。 

 

以 上 

 


